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1.は じめ に

リスボ ン条約1によって旧EU条 約が改正 され(以 下 「新EU条 約」 と表

記する。)、旧EC条 約はEU運 営条約(TheTreatyontheFuncdonLngofthe

EuropeanUnion.以 下 「運営条約」 と表記する。)と な り、両条約は同等の

価値を有することとなった(新EU条 約1条3項 。以下では、両条約を併せ

て 「諸条約」 と表記する。尚、EURATOM条 約は新EU条 約に吸収されな

いで存続する)。 これによりEUの 行政担当機関(行 政救済を管轄するEU

司法裁判所も含めて)の 権限ないし任務に一定の改正が行われ、制度的基

盤が整備されたところであるが、EU法 、就中 「EU行政法」の執行過程は

こうした行政機関の行為のみでは完結せず、従来通 りの連合 レベルと加盟

国レベルという二元的執行体制であることに変わりはない。 しかも圧倒的

に加盟国レベルにおける執行過程が主流のままである。 とは言え、EU行

政法の展開という観点からすると、 リスボン条約における上記の改正は重

要である。

旧EU体 制下においてEU二 次法の基本的な法形式は、規則、指令、決定

であった(旧EC条 約249条)が 、その他にも相当数の法形式(意 思決定
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方式)が 存在 した。先に頓挫 したEU憲 法条約は、これを修正 して 「簡素

化」(simplification)を 図 り、それによると、一般的かつ直接的に適用 さ

れる法規で従来の規則に該当する 「欧州法律」(Europeanlaws)、 お よび

結果にのみ拘束力を有する法規で従来の指令に相当する 「欧州枠組法律」

(Europeanframeworklaws)、 並びに 「欧州規則」(Europeanregulations)、

および 「欧州決定」(Europeandecisions)と し、前二者を 「立法的行為」

(legisla"veact>、後二者を 「非立法的行為」(non,1egisladveact)と いう階

統的構造の下に措いた(1-33-36条)2。

これに対 して、リスボン条約では、EU憲 法条約の頓挫 の原因とされた

同条約の 「国家性」ないし 「憲法的性格」の一掃という名 目により、同条

約に規定されていた 「EU法の優位性」規定が削除されたことと相 まって、

欧州法律、欧州枠組法律、欧州規則、欧州決定も不採用 となり3、法的拘

束力あるEU二 次法は、従来どお り、規則、指令、決定とされた。 しか し、

単に 「連合の権限を遂行するために、諸機関は、規則、指令、決定、勧告

および意見を採択する」と定められた(運 営条約288条1項)の みであるの

に対 し、後述のように 「立法的行為」(同289条)、 「非立法的行為」(同290

条、291条)と いう階統的法秩序自体は継承 されることとなった。その結

果、この二つの行為類型と、規則、指令、決定との関係は一律には定まら

ないことともなった。つまり、 リスボン条約によれば、規則、指令、決定

は、立法的行為 として 「通常立法手続」4および 「特別立法手続」で採択

される場合もあれば、非立法的行為としての 「委任行為」、「実施行為」お

よびその他条約上の個別規定で採択される行為の場合もあることになる5。

ところで、この場合の通常立法手続とは、この三通 りの成文法源を従来

の共同立法手続で制定する手続のことであり(同289条1項)、 特別立法手

続 とは、諸条約が特に定める場合において、閣僚理事会の参加を伴って欧

州議会が、または欧州議会の参加 を伴って閣僚理事会が、それぞれ規則、

指令または決定を採択する手続のことである(同 条2項)。 この特別立法手
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続は、従来の諮問手続、同意手続 に相当する。そして、この二通 りの立法

手続(1egisla伽eprocedure)に よって採択される 「法的行為」(thelegaI

act)を 、リスボン条約は 「立法的行為」と規定 したのである(同 条3項)。

ただ、立法的行為は、諸条約が特に定め る場合に、加盟国のグループま

たは欧州議会の発議、欧州中央銀行の推薦、またはEU司 法裁判所(ECJ)

もしくは欧州投資銀行の要請により、採択されることもある(同 条4項)。

これに対 して、「非立法的行為」は、次のように規定された。第1は 、立

法的行為が以下に述べる条件の下で欧州委員会に対 して行う 「委任」に基

づいて、欧州委員会が採択する 「委任行為」(delegatedact)で ある(同

290条)。 第2は、「法的拘束力ある連合行為」(legaUybindingUnionact)

を実施するために加盟国が採択するすべての国内法上の措置に対 して統

一的基準が必要 となる場合において、当該連合行為が、欧州委員会に対

して、 または以下に述べる条件の下で閣僚理事会に対 して、それぞれ付

与す る 「実施権 限」(implemendngpowers)に 基づ いて欧州委員会 また

は閣僚理事会が採択する 「実施行為」(implemendngact)で ある6。こう

して リスボ ン条約 は、「立法委任」(1egisla廿vedelega廿on)と 「執行委任」

(execu伽edeleg甜on>の 区別 を初めて導入することとなったとも言 えよ

う。旧EU条 約体制下ではこの明確な区別がなかった。 しかし、EU法 の実

施に際しては、とりわけ共通農業政策の分野に措いて理事会が制定する親

規定を実際に実施する権限を欧州委員会に委任する必要が生 じることとな

り、そのための安全策として鯨入されたのが、加盟国の専門官(官 僚)で

組織する小委員会制度、所謂 「コミトロジー」(Comitology)制 度であっ

た。この制度について、ECJは 、コミトロジー委員会自身が最終的に決定

するのではなく、問題を理事会へ送付する手助けをしているにすぎないと

いう理由で、既存の機関間の権限バランスを侵害 していない、と判示 した

7。その後、1987年 のSEAに よる改正で旧EC条 約145条 は、「理事会は採択

する行為 について、 自らが定める準則の実施権限を欧州委員会に付与する
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ことができる。理事会は、これ らの権限の行使に関して一定の条件 を課す

ことができる。また、理事会は、特定の場合に、自ら直接的に権限を行使

する権利を留保することもできる。前述の手続は、欧州委員会の提案に基

づき、かつ、欧州議会の意見を得た後、理事会が全会一致によって事前に

規定 した原則(p血ciples)お よび準則(rules)に 一致 しなければな らな

い。」(ア ムステルダム条約以後は旧EC条 約202第3段 落)と いう規定が追

加され、それに合わせて、理事会による 「コミトロジー決定」が制定され

た8。コミトロジー決定は、その後1999年9お よび2006年10に改正され、EU

内における欧州議会の立法参加の進展に呼応 して欧州議会による介入が盛

り込まれるようになった。コミトロジー制度は本稿のテーマと密接な関係

があり、 したがってEU行 政法を考える上でも重要なファクターであるu。

ところで、「委任行為」、「実施行為」という立法類型は、名称はともか

くとしても、多 くの国内法体系にみ られるものである。この非立法的行

為は、EU行 政法の観点から述べ ると、二元的EU行 政過程12においてEU行

政部門が行 う規範制定行為であり、 日本の行政法学上の用語法に従えば、

「行政立法」に相当す るものと言えよう13。

本稿は、「EU行 政立法の展開」という問題関心か ら、リスボ ン条約 に

よって導入 された 「非立法的行為」を検討対象 としているが、その際、

「EU行政法」の観点を踏まえながらリスボン条約に対 して詳細な検討を加

えているPaulC1面g(ポ ール ・クレイグ)14の 研究を紹介 しつつ、今後の

研究の足がかりを整理しようとするものである。

H.委 任行為

1.リ スボン条約は、委任行為の内容について、以下のように規定 した。

「立法的行為は、その本質的ではない一定の要素を補足 または修正するた

めの一般 的適用性 を有する非立法的行為(non,1egisladveactsofgenera1
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apphcぬon)を 採択する権限を、欧州委員会に委任する(delegate)こ と

ができる。」、「権限の委任の 目的、内容、範囲および期間は、立法的行為

において明確 に定めなければならない。当該分野の本質的要素は、立法的

行為 に留保されなければならず、従って権限の委任の対象にはならない。」

(以上、同290条1項)。 そ して委任行為の条件については、次のように規

定された。「立法的行為は、委任が従うべき条件を明確に定めなければな

らない。この条件は、以下の通 りとする。(a)欧 州議会 または閣僚理事

会は、委任 を取消す ことがで きる。(b)r委 任 された行為」(「委任行為」)

は、立法的行為 によって設定された期間内に欧州議会または閣僚理事会

によって異議が出されない場合にのみ効力を有することができる。(a)お

よび(b)の 目的のために、欧州議会は総議員の多数決によ り、お よび閣

僚理事会は特定多数決により、決定する(act)。」(以 上、同条2項)。 「『委

任された』(delegated)と いう形容詞は、委任行為の表題に挿入 される。」

(同条3項)。

2.こ うした委任行為の導入 を考えるについては、幾つかの間題が生 じ

る15。それは、委任行為の性質、立法的行為事項 を委任する条件、委任の

取消ないしは委任行為草案の効力発生の阻止要件、である。

上述のように、立法的行為が欧州委員会に委任行為の権限委任 を行 う

と、欧州委員会は 「委任規則」「委任指令」「委任決定」を発することがで

きる(288条)。 ただ しその他の法形式も可能である(296条1項 、3項)。 委

任行為は、立法事項の一定の非本質的側面を補足 し或いは修正することか

ら、委任行為 は、非立法的手続 にも関わらず、実質的に立法事項を扱う

ことになる可能性 を否定できない。 また290条 の規定上、委任行為は個別

事例の措置 として発せ られることはなく、一般的に適用 され る(generaI

apphca廿on)場 合にのみ発せ られる。 しかし実際には、この区別は難しい。

それ故、立法的行為の一定の要素を補足 しまたは修正 し、一般的に適用さ
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れる性質の行為は、 しばしば抽象的で一般的、ないし具体的で個別的な適

用の双方が行われる可能性を否定できない16。290条1項 によって立法的行

為は委任に条件を付すが、欧州議会と理事会が委任権限を復活させ得ると

すれば、 とりわけ 「期間」という 「満期条項」(sun・setclause)は 本質的

に重要である17。290条2項 はさらに二つの条件を付 し、理事会又は欧州議

会は、委任自体と取 り消せること、また個別の委任行為に対 して異議を提

起できることであるが、委任に対するこの二つのコントロールは、行政立

法権に対する政治的コン トロールとして有効であろう。その場合、290条

の条件を限定列挙的条件 と解するならば、執行権=欧 州委員会に対する立

法権限の委任は例外的であること、また、立法的行為の望ましい正当性 を

示すものである18。

3.さ て、クレイグは、まず、委任行為導入の背景について 「欧州委員

会」の立場か ら次の ように考察する19。欧州委員会の究極の目標は、 コ

ミトロジー体制の廃止、少な くとも現在の 「規制委員会」(regulatory

committees)の 廃止である。欧州委員会は、290条 に含 まれる非立法的行

為に対する事前 ・事後の制約 を支えたコミトロジー体制の改正 を加盟国

が説得されるか もしれないという期待を抱いていた20。「欧州統治白害」

のキー ・コンセプ トは、「共同体方式」の委員会構想(theCommission's

concepUonofthe℃ommunitymethod')で あり、そこでは欧州委員会が一

般利益を代表 し、理事会と欧州議会の共同立法がそれぞれ加盟国と各国市

民の利益を代表する。理事会と欧州議会は、一次立法による関与を、欧州

委員会が執行府 として活動する本質的な事項に対する規律に限定すべ きで

あり、そうすればコミトロジー委員会の廃止につなが りうる。その代替案

が、欧州委員会の非立法的行為に対する理事会と欧州議会のコントロー

ルを許す とい う簡潔な法体制である。そこでコミトロジー手続の廃止 ま

たは修正によって、欧州委員会の委任規則に対するコントロールを拡大
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する可能性の検討が、「簡素化に向けた作業部会」(theworkinggroupon

S㎞p髄ca廿on))で 再浮上したのである21。

4.続 いて、 クレイグは委任行為 とコミトロジー制度の関係 を次の ように

論 じる。

既に見てきたように、従来の執行権限の委任(旧EC条 約145条 、のちの

202条 第3段)に おいては原則としてすべてコミトロジー委員会の関与があ

りえたが、 リスボン条約においては委任行為条項(運 営条約290条)が 新

設 され、そこでは、欧州議会が理事会 と並んで委員会の委任行為に対する

関与が規定された。その限 りで欧州議会は勝利者と言える22。

しか し、運営条約290条2項(b)に おいて、個別的な委任行為 に対す

る理事会および欧州議会の異議の提出という関与があ りえる ところか ら、

ECJは 、 コミト回ジー制度が生き残るという結論を下すことがで きないわ

けではない。欧州委員会への委任を規定する立法的行為において、個別の

委任行為に対する異議権 を行使するかどうかを決定するに当たっては、理

事会お よび欧州議会は、コミトロジーとしての 「運営ないし規制委員会」

の意見を徴することとすると明確 に定めることもできるし、その他の法的

手法 としては、ECJが 、同条項は限定列挙ではない と解釈 して、立法的行

為の中にコミトロジーを含む個別の条件を付することがで きるとすること

もで きるか らである23。

しか し、他方では、290条 には 「運営ないし規制委員会」に関する言及

がな く、また2006年 のコミトロジー決定でも290条 において理事会 と欧州

議会の不均衡をもたらすところか ら、少なくともかかる委員会に関する

限 り、 コミトロジーに対する否定的なEU機 関の動 きが行われている。そ

の第1は 、2010年 の欧州議会法律問題委員会報告が リスボン条約以後にお

けるコミトロジー体制の存続に対 して明確な反対を述べていることである

別。第2は、2009年12月 の欧州委員会通知が、黙示的に 「運営ないし規制委
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員会」の廃止を前提にしていたところ25、翌年の291条 に関する同委員会通

知では明確に廃止が述べ られていることである%。 それに対 しては、理事

会幻および欧州議会認がそれぞれ興味深い反応を示している。

5.ク レイグは更に、「機関間における権限の均衡」という観点か ら、委任

行為 とコミトロジー制度の関係を次のように考察する凶。第1に、理事会は

新 しい体制からはほとんど得るものがないことである。理事会はこれまで

「運営ない し規制委員会」を通 じて委任行為に対する異議権を有 していた

が、今後欧州委員会は、「諮問委員会」(advisorycommittees)を 通 じて加

盟国の代表と絡み合うことになろう。

第2に、従来の非立法的行為 は、形式的には理事会に頼る方式であ り、

委任規範の制定と内容の中に一般化 され事前に入力された(exanteinput)

コミ トロジー手続によっていたのであるが、こうした非立法的行為の図

式には固有のtradeoffが あ りうることである。 とりわけ2006年 のコミトロ

ジー決定の改正以降、加盟国の代表によるコントロールに対して欧州議会

の介入が強まることとなったが、290条 はコミトロジーの排除を企図 して

いると読めるならば、一次立法における委任基準の事前列挙方式を前提 と

する従来の制約は、当該の具体的な措置を理事会や欧州議会が好まなかっ

た場合は、(ECJに よる)事 後規制の可能性が生 じる。

第3に、290条2項 のコン トロールは常に拘束的ではないことである。同

項が規定する(a)委 任の取消や(b)委 任行為の効力阻止のための欧州議

会や理事会による期限内の異議は、立法的行為に規定された場合にだけ機

能するのである。

第4に、290条1項 の統制手段は、監視と強制が困難なことである。理事

会も議会も、立法的行為を行うに当たって、規制措置を選択する際の正確

な知識も時間的余裕もないのであ り、それがコミトロジー手続の創設され

た理由であった。それ故立法的行為が 「目的、内容、範囲および期間」を
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正確に規定することは難 しい。これらの基準を明確にする非立法的行為の

原則はECJの 司法審査に服することになろうが、実際には上述の理由か ら、

重要な規制選択は委任行為に委ね られることとなろう。

第5に、290条2項 に設定されているコントロールの限界を留意 しなけれ

ばならない。個別の委任行為を調整 して統制 したい場合は、委任の取消も

異議の提起 も適当ではないが、欧州議会にも理事会にも個別の委任行為

に対す る修正権が付与 されていない。こうしたコン ト回一ルは事前の立

法的行為において適切に課す以外にない。欧州議会内の委員会はコミトロ

ジー委員会から情報を得て きたが、後者が委任行為に対 して活動できな

くなれば議会内の委員会も情報不足 となる。加盟国の専門家による 「諮

問委員会」が新 しい体制下において残 るとしても、議会内委員会は十分

な情報収集ができるかは不確かである。それ故に、法律問題委員会(the

CommitteeonLegalAffairs)は 欧州委員会から議会内委員会への、委任行

為草案の情報を含んだ情報流通 を強調 したのである30。

最後に、欧州議会と理事会が立法的行為に規定 した期間内に異議を提起

しなければならない としたら、以上の困難 さはさらに強調されるだろう。

期限は比較的短いから、議会か理事会の一方が立法化されようとしている

委任行為 を阻止 しようとしたら、両機関は速やかに 「協働」(gettheiract

together)し なければならない。もし欧州委員会が リスボン条約の規定を

通 して排除 しようとしている加盟国専門家集団による監督形式 を改めた

り、 より強力な 「運営ない し規制委員会」が行使 してきた権限を事実上

「諮問委員会」に付与することとなるように改めようと企図するのであれ

ば、理事会や議会内の委員会のみが限定された期間内に委任行為草案に関

する合理的な選択 をなしうるだけとなる。こうして理事会や議会内の委員

会は、コミトロジー委員会から生 じる情報手段 にもはや依存することはで

きない世界で機能 しなければならなくなるであろう。

(龍法'11)43-3.407(1291)
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皿.実 施行為

1.他 方、実施行為の内容については、次のように規定された。「加盟国

は、法的拘束力を有する連合行為(1eganybindingUnionacts)を 適用す

るために必要なあらゆる国内法上の措置(anmeasuresofna廿onallaw)を

採択 しなければな らない。」(同291条1項)。 この規定によ り、EU行 政法

の 「間接執行」過程 における加盟国の役割 と義務が明定 されたことにな

る。EU法 の二元的執行体制を支える重要規定である。その上で、実施行

為の条件は次の ように規定された。「法的拘束力のある連合行為を実施す

るために統一的条件(un面edcondi廿ons)が 必要な場合は、当該連合行為

は、実施権限を欧州委員会に付与 しなければならず、また、十分に正当化

できる特別な場合(indunyjust血edspec遁ccases)お よびEU条 約24条 お

よび26条(註:共 通外交 ・安全保障 ・防衛政策)に 規定されている場合に

は、実施権限を閣僚理事会に付与 しなければならない。」(同条2項)。 「2項

の目的のために、欧州議会および閣僚理事会は、通常立法手続に従った規

則によって、委員会の実施権限の行使 を加盟国が統制するための仕組み

に関する準則お よび一般原則を、事前に定めなければならない。」(同 条3

項)。 ここでは加盟国が、委員会の実施権限の行使 を統制することが前提

とされたことになる。そ して、欧州委員会お よび閣僚理事会による実施

権限の行使である 「『実施行為』(㎞plemen廿ngacts)の 表題 に、『実施」

(implementing)の 語を付さなければならない」(同条4項)。

2.旧EC条 約202条 同様、運営条約291条3項 の下では、実施行為の委任は

コミトロジー手続に委ねられる。これは、加盟国によるコン トロール ・メ

カニズムに関する準則と一般原則は、「通常立法手続 に従った規則によっ

て、事前に制定されなければならない」という規定中に含まれている。実

施行為は288条 および291条 により、実施規則、実施指令、実施決定 として

(龍法'11)43-3,408(1292)



EU行 政立法の展開とリスボン条約

規定 される。実施行為は、一方的に加盟国および個人に義務を課す行為の

みならず、しばしば連合および加盟国レベルにおいて種 々の当事者間(公

的ないし私的主体)の 多様な合意によっても行なわれ、当該契約関係は、

EU政 策の行政ネットワークの核 となる31。

3.そ こで、実施行為に関してもコミトロジーとの関係 を考えなければな

らない。クレイグは以下の4点 を指摘する32。

第1は、コミトロジーの存続が、上述のように、291条 に規定 されている

ことである。

第2は、欧州委員会の実施権限に対する統制の形式あるいは性質を規定

する291条3項 は、「加盟国による統制」によって枠づけられているが、理

事会はおろか欧州議会によっても枠づけられていないことである。このこ

とは、291条 に関する欧州委員会の規則案で強調されてお り、理事会は欧

州委員会に実施権限を付与 した後、同権限の行使に何の役割 も持たず、加

盟国のみが統制 しうるのである。欧州委員会は実施行為に適用するため

に、「諮問ないし審査手続」と呼ばれる二つの新 しいコミトロジー ・シス

テムを提起した。

第3は 、委任行為 と実施行為の区別は明らかでないが、この二種類の行

為に対する制度的統制は異なるので、この区別は重要な意味を有すること

である。理事会 も欧州議会も実施行為に関して、適当なコミトロジー資料

を利用できるが、加盟国による欧州委員会の実施権統制メカニズムの準則

と一般原則に関する規則を制定した後は、何の役割 も有 しないために、か

えって機関間訴訟を促進することになろう。 というのは、欧州委員会が実

施行為 を行おうとする際に、欧州議会と理事会が、当該行為は立法的行為

を補足 ないしは修正するものだから290条 の委任行為の規定に従うべ きだ

として争 うことができるであろうからである。欧州議会は夙にこのことを

主張 してお り、「立法者権限を完全に維持するために」290条 及び291条 の

(龍法'11)43・3,409(1293)
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相対的利用に特別な関心を喚起している詔。

第4は、 リスボ ン条約が従来の在 り方を変えたことの評価が重要である

ことである。 これまで行われている議論では、コミトロジー制度は、290

条の委任行為には適用 されず、291条 の実施行為にのみ適用される。この

変更の 「原因」は、実施 という曖昧な用語にある。それは、旧EC条 約202

条の、コミ トロジー条件に従 う委任準則の制定(delegatedrulemaldng)

ないしは意思決定(decisionma㎞1g)の 中に含まれていた。実施 とは、補

足 も修正 もしないで他の規範を執行することも意味しうるが、これまでコ

ミトロジー手続 は第1の意味の実施、即ち欧州委員会による委任準則の制

定ない し意思決定の条件であった。こうした考えを変更 したのは、「将来

の欧州に関する諮問会議」における議論であった。そこでは、委任規則の

制定に関連してコミトロジー手続は言及されず、290条2項 に見られるよう

な委任行為に対する統制方式に取ってかわられることが示唆された。諮問

会議の記録は、コミトロジーの正統性を第一義的には実施行為の文脈の中

で考えてお り、そこでは、実施に関する第2の 意味(執 行ない し適用 とし

ての実施)が 強調されている3雪。諮問会議理事会では、コミトロジー形式

の統制を廃止 しようとし、また委員会統制メカニズムを諮問委員会のみに

制限 しようとする意見も出された。同理事会の見解では、これは二次立法

の問題であり、条約条文の改正ではないということになる。こうして将来

におけるコミトロジー制度は、実施行為の場面にのみ妥当であ り、委任行

為とは関連がないという、現在利用 されているコミトロジーとはまった く

対照的な状態が想定されるに至ったのである。

IV.結 びにかえて一 当面のみ とお し一

以上、今回のリスボン条約によって導入された 「非立法的行為」につい

て、今後の検討のための基礎資料を整理 してみた。本稿における筆者の問

(龍法'll)43-3.410(1294)
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題 関心 は、EU行 政 法体系 中に、「EU行 政立 法」 を論 じ得 る時代 が到 来 し

てい るの では ないか とい う ものであ る。EU行 政法 は、 これ まで どの加盟

国のモ デルで も説 明困難 な態様 を示 しなが ら、 しか し、EU法 の過半 が所

謂行 政法規 群で あるこ とか ら、 まさにEU法 の発展 と平灰 を合 わせ る形で

展 開 して きた といえる。EU行 政 法に関す る研 究業績 の蓄積 がその 間の事

情 を端的 に物語 って いる。 日本 に措 いて も夙 に、 田村悦 一教授 に よって、

EU行 政 法研究 の基礎 的視点が提示 され ている35。 しか し、EU行 政立 法 と

い う議論 はこれ まであ ま りなされて こなか った ように筆者 には思 えるとこ

ろか ら、未だ検討の緒 に就いたばか りであ るにもかか わ らず 、基礎 資料 の

整理 と提 示を試みた ものである。

上 述の ように、その際、 筆者 の問題 関心 に有 益 な示 唆 を与 えて くれ る

ポール ・ク レイ グ教授の研 究業績 を整理 しなが ら紹介 す るこ ととなった。

その結果、今 回の非立 法的行為 の導入 は、上述 した よ うなEU行 政法 にお

ける行政 立法 観念の 明確化 とい う側面以外 に、従 来の 「コ ミ トロジー体

制」 に対する重大な影響 とい う側面があ りうることの認識が得 られた。 し

か もコ ミ トロジー体 制は、加盟 国優 位のEU統 合観 の一つの有 力 な根 拠 を

提 供 して きた ところか ら、 この体 制の後退 は、EUの 法構 造論 に少 なか ら

ざる影響 を与える もので もあ る(反 対 に、欧州議会の行政立法 関与 が拡大

す ればそれだけEUの 民主主義は拡大す るとも言 える)。 したが って、今 回

の非 立法 的行為 の導 入は、単 なるEU行 政法 の一分野 の整備統合 とい う次

元 を超 えた広 が りを有す る もの と言わ なければ な らない。今後 のEU機 関

による実行 の展 開 と蓄積 を注視 しなければな らないだろ う。

1リ ス ボ ン条約 につ いて は、差 し当た り、seePCraig,η1θL幼o"Th即 りp

Lσ",Po'f"`3,σ"4τ 紹4砂Rの わグ翅(OxfordUniversityPress,2010);J.・C。de

Piris,7あεL勧o"7弛 σ廼y、4Z8即'側4Po''"64L肋 α砂sな(CambridgeUniversi呼

Press,2010);D.Chalmerseta1.,」E駕70ρ θσ"σπゴo"加 勘Cα5θsα〃41吻'εκo'3,

2nded.,(CambridgeUniversityPress,2010):S.GrillerandJ.Ziller
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(eds.),丁 海εLゴ3ゐo"T7θ α砂EσCo"ε"fμ'fo"σ 〃s〃2ω'fゐoπ∫σCo"s'f伽"o"α'

T7ε⑳P(SpringerWienNewYork,2008);C.Reh,TheLisbonTreaty:De-

ConstitutionalizingtlleEuropeanUnionP',ノ ∂π7"α'げ(わ 〃2〃30〃ル血名セ8'5'μ4惣5,

2㎜Vb1.47.No3,ppβ25・650;M.Doug蓬m,1㌔eTreatyofHsbon2007:Wiming

Minds,NotHearts',α 泌泌o"」Mご名ゐθ'加ωRω'ε"45:61匹703,2008;PCr菰g,1㌔e

TreatyofLisbon:Process,architectureandsubstance',(2008)33E駕 鎖ψθ瑚L4ω

R朗'{切,pp137・166;岡 村 尭r新 ヨー ロ ッパ 法 リ ス ボ ン条 約 体 制 下 の 法 構 造 』

(三 省 堂 、2010年);鷲 江 義 勝 編 著 「リス ボ ン条 約 に よ る 欧 州 統 合 の新 展 開

EU新 基 本 条 約 」(ミ ネ ル ヴ ァ書 房 、2009年):福 田 耕 治 編 著 「EU・ 欧 州 統 合研

究 リ スボ ン条 約 以 後 の 欧 州 ガ バ ナ ンス」(成 文 堂 、2009年);中 西 優 美 子 「リ

ス ボ ン条 約 」 「海 外 事 情 」56巻4号(2008年)、21-36頁;庄 司 克 宏 「リス ボ ン

条 約(EU)の 概 略 と評 価 「一 層 緊 密 化 す る連 合 」 へ の 回 帰 と課 題 」 『慶 磨

法 学」10号(2008年)、195-272頁 。

2EU憲 法 条 約 にお い て は 、「立 法 的 行 為 」 は、 欧 州 議 会 と 閣僚 理 事 会 が 皿一396

条 に定 め る 「通 常 立 法 手 続 」 お よ び憲 法 条 約 が 定 め る 「特 別 立 法 手 続 」、 ま た

は 憲 法 条 約 が 個 別 に定 め る手 続 に よっ て 定 め られ(1・34条)、 「非 立 法 的 行 為 」

は 、 欧 州 理 事 会 に よ る 欧 州 決 定 の他 、欧 州 法律 ま た は 欧 州 枠 組 法 律 に よっ て そ

の 非 本 質 的 要 素 を補 完 ま た は 修 正 す る権 限 を 委任 され た 欧 州 委 員 会 が 採 択 す

る 「委 任 欧 州 規 則 」(DelegatedEuropeanReguladons.1-36条)、 加 盟 国が 法 的

拘 束 力 あ る連 合 行為 を 国 内 法 上 実施 す る際 の統 一 条 件 を 実 施 す る権 限 を付 与 さ

れ た 欧 州 委 員 会 が 採 択 す る 「実施 行 為 」(㎞plementingacts.ま た 個 別 の規 定 に

よ り授 権 さ れ た 閣 僚 理 事 会 が採 択 す る場 合 もあ る)と され た(た だ し、法 形 式

は 、「欧 州 実 施 規 則 」Europeanimplement㎞gregula樋onsま た は 「欧 州 実 施 決 定 」

Europeanimplemen廿ngdecisionsと さ れ て い た。1・37条)。

3た だ し、 この 点 につ い て は相 互 に ど うい う関 係 が あ る の か 疑 問 で あ る。See

PCraig,7乃 θ乙まsδo"7ン即りち5μρπznote1,at57.

4通 常 立 法 手 続 が 適 用 され る 分 野 は、40件 追 加 さ れ73件 に増 加 した 。 庄 司 克

宏 ・前 註1論 文 、232頁 。

5リ ス ボ ン条約 の立 法 類 型 につ い て は 、SeeH.Ho㎞ann,`Legisla廿on,Delega廿on

and㎞plementa廿onundertheTreatyofLjsbon:TypologyMeetsReanty',伽 πψεα"

Lαωノ∂翼魏41,Vbl.15,No.4,July2009,PP.482505.

6尚 、 非 立 法 的 行 為 と して、 他 に 、 「諸 条 約 か ら直 接 に採 択 さ れ る 場 合 」 も含

ま れ る。SeeM.Dougan,sゆ πnote1,at644喝52,etc.

7Case25!701倣1'〃 【1970】ECRll61.

8Dec.87/373【1987】OJL197/33.

9CouncilDec.1999/468!EClayingdownUleprocedurefortheexerciseof

㎞Plemen価ngPowersconferredondleCommission【1999】OJU84!23.

10CouncilDeα2006/512/ECof17July2006amendingD㏄.1999/468/EClaying

downtlleprocedurefbrtheexerciseofimplementingpowersbytheCommission

(随法'11)43。3,412(1296)
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【200610JL200/11.

11SeeRCr組g,Eσ ノM〃2'πま就π霧だ〃εLα"(Ox50rdUniversityPress,2006),at104-

105.コ ミ トロ ジー 制 度 に 関 す る最 近 の 文 献 と して 、see弼 風,at99・142;J.Bom-

HansenandG.」.Brandsma,TheEUComitologySystem:Intergovernmental

Bargainingσ"dDelibarativeS叩ranationalism',∫oμ7"4'げCω π翅oπ ハ4σz θ々f

S'π4ゴεs2009,VbL47,No4,pp.7196740(委 員 会 の 統 制 を重 視 す る 「政 府 間 交 渉 主

義 」 と、 政 策 専 門家 に よ る最 善 ・最 効 率 の 結 果 を重 視 す る 「討 議 的 超 国 家 主 義 」

と い う観 点 か ら、 実 証 的 に論 じて い る)。 コ ミ トロ ジ ー 制 度 を リ ス ボ ン条 約 と

の 関 連 で 論 じ る もの と して、seePCraig,η18L勧oπ7弛 αり㌧εゆ πmote1,at5住

67,260,282;H,Ho㎞an,s妙 徊note5,at485etseq.;PaoloPonzano,`"Executive"

and"delegated"acts:Thesituationa血ertheLisbonTreaty',inS.G田 亘erandJ,

Zi11er(ed$),5"ρ π3note1,at135etseq.

12EU行 政 過 程 が 二 元 的 執 行 体 制 で あ る こ と 冨 「間接 執 行 原 則 」 は、 旧EC条

約10条 、 新EU条 約4条3項 に現 れ て い る。J疋 。Phis,sκρπmote1,at97.Seealso

PCraig,Eσ 〃 雇 廊f7η"〃¢L醐 飴鼠,at124etseq。 こ れ に 対 して 、EUに お け

る 行 政 は統 合 され つ つ 発 展 して い る とい う論 稿 と して 、seeH.C.H.Ho㎞ann

andATOrk,TheDevelopmentofIntegratedAdministrationintheEUandits

Conseq賎ences',Eκ7η ゆεσ"Lσ ωル 〃撒4',VbLl3,No.2,March2007,pp25327L従

来 の 二 元 的 執 行=間 接 執 行 体 制 を 「行 政 連 邦 主 義 」(administra廿ve色deralism)
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